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凍上対策のための n 年確率凍結指数の決定法とその地域特性 

 

北海道工業大学 川端 伸一郎 

 

1. まえがき 

寒冷地における構造物の設計では，地盤凍上の影響を考慮しなければならないことが多く，凍上が問題と

なる場合には，置換工法などの凍上対策工法を設計に加味する必要が生じる． 

ここで，凍上対策工法の設計に不可欠な検討項目が凍結深さの推定である．凍結深さの推定には，地盤の

熱定数とマイナスの熱量に相当する定数（凍結指数）が必要になるが，前者の熱定数は対象となる地盤の固

有値として定まるのに対して，気象パラメータである凍結指数は，年変動するために単一の定数を持たない

特性がある．このため，凍上対策工法の設計では，過去の気象データから n 年確率凍結指数を求めることを

定めている． 

n 年確率と称される数値は，いわゆる確率統計手法を用いた推定値である．このような確率年数は，構造

物の耐用年数により定められ，凍結指数と同じく，河川構造物などに対する水文量や建築物に対する地震・

積雪荷重などの設計値の算出にも用いられる概念である． 

これら気象要素のような自然現象に関する確率年数の算出方法については，既往の研究を概観すると，そ

の多くが当該気象要素の変動特性を明らかにし，適した確率分布モデルの検討を行っている．しかし，凍結

指数に関しては，一部の資料で対数正規分布の一致が良いことを述べているものの，根拠となる基礎データ

が不足している現状にある． 

そこで，本報告では n 年確率凍結指数の推定における各種の確率分布モデルの適合性を示し，簡便で合理

的な凍結指数推定法を提案する．さらに，北海道における凍結指数の特性を他地域との比較によって明らか

にする． 

 

2. 凍結深さ推定と凍結指数 

一次元凍結における凍結深さの推定には，一般に次式の修正Berggren式（Aldrich式）1)が用いられる． 
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Z：凍結深さ（m），F：凍結指数（℃・days），λ：凍結時と未凍結

時の平均熱伝導率（W/m・K），Lw：凍結潜熱（J/m3），λc：融解パ

ラメータと熱比で表される係数  
 

ここで，式（1）を土の熱的性質の項と熱量の項にまと

めると次式になる． 
 

FCZ          （2） 

C：土質による係数（2～5程度）  
 

すなわち，地盤の凍結深さは凍結指数の関数で表され

ることになる．凍結指数はマイナスの熱量の項であり，

地域ごとの寒さのレベルを示す気象パラメータである．

 

図-1 凍結指数と凍結期間の定義 
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凍結指数は，図-1に示すように日平均気温を累積していき数値が減少する期間（日平均気温がマイナスの期

間）の累積幅から求められる．なお，凍結指数は絶対値で表示され，凍結指数が求められるまでの日数を凍

結期間と呼ぶ． 

例えば，ある年度の凍結深さを算出するのであれば，地盤情報（熱定数が推定可能な情報）と気温データ

から解析が可能である．しかし，凍上対策を考える際には，特定年度の凍結指数ではなく，年変動を考慮し

た凍結指数の決定が必要である．これは再現確率と称される確率統計問題である． 

舗装設計施工指針2)には，凍結指数の確率分布を対数正規分布と仮定した次式のようなn年確率凍結指数の

推定方法が示されている． 

00 loglog XX     （3） 

X：n年確率凍結指数，σ0：標準偏差，ξ：確率年数に対する係数，X0：凍結指数の平均値  
 

これは下限値を設定しない最も簡易な標準偏差と平均値による2母数対数正規分布式であるが，対数正規

分布は，古くから水文諸数などとの一

致が好いことが知られており3)，汎用

性はある程度高いものと思われる． 

 

3. 解析データ 

アメダスは，1976年から本格的に稼

動を始めており，2012/4現在，国内約

850地点で気温観測を継続している．ま

た，気象台観測の気温データは，1961

年から入手が可能である．本報告では，

より長期間のデータを用いることを前

提とし，アメダスと気象台で同一地点

名がある場合には，気象台データを優

先した． 

本報告は，寒冷地の気象特性を扱う

ものであり，国内全域が解析の対象と

ならないことから，解析対象エリアを

北海道および東北6県と東北以南では

2005年度に凍上災認定4)を受けた10県

と定めた． 

表-1は，解析に用いたデータ数を地

域別にまとめたものである．なお，解

析には，25年分以上未欠損で連続して

いる451地点（483地点中）のデータを

用いた．これは，20年分以下の少ない

データ量で凍結指数を推定すると，特

異な年度の影響を強く受けるためであ

る5)． 

表-1 解析データの地域別一覧（アメダス及び気象台） 
 

エリア 地域名
現稼動  

測点数 

解析データ数 

25 年連続  

観測点数 

寒冷地点数 

（F>0）  

頻度解析 

対象地点数

（F_10>100）

北海道 

道北 45 (5) 41 41 41 

道央 31 (5) 29 29 29 

道東 61 (7) 56 56 56 

道南 35 (5) 32 32 32 

小計 172 (22) 158 158 158 

東北 

青森 22 (4) 22 22 22 

秋田 25 (1) 24 24 20 

岩手 33 (3) 32 32 29 

宮城 19 (2) 17 17 9 

山形 21 (3) 19 19 14 

福島 30 (4) 29 29 19 

小計 150 (17) 143 143 113 

東北 

以南 

栃木 14 (2) 14 13 4 

群馬 13 (1) 13 9 5 

長野 30 (5) 28 28 26 

山梨 10 (2) 10 9 3 

岐阜 23 (2) 23 16 9 

新潟 29 (3) 26 21 4 

富山 10 (2) 9 8 0 

石川 11 (2) 9 5 0 

福井 10 (2) 9 3 0 

鳥取 10 (3) 9 3 1 

小計 160 (24) 150 115 52 

合計 483 (63) 451 416 323 

現稼動測点：2012/4/30 現在，稼働中の測点  

( )：気象台観測点 内数に含む  

25 年連続観測点：未欠損 25 年以上のデータ測点  

寒冷地点数：解析データ期間で凍結指数が算出できた地点数  

頻度解析対象地点数：10 年確率凍結指数が 100 ℃･days を超える地点数 



つぎに，451地点の中には，凍結指数が得られない，す

なわち日平均気温が一年を通じてマイナス気温にならな

い温暖な地点も含まれている．そのため，凍結指数が算

出できない地点は解析から除外しており，実際の解析デ

ータ数は416地点（451地点中）となる． 

さらに，確率年数の算出（頻度解析）を行う際には，

ある程度の年度間隔で凍結指数が得られないと特異な解

析結果となる．このような理由から，頻度解析に用いる

地点の抽出条件を10年確率凍結指数 F_10 で100 ℃･days

以上とした．ちなみに，F_10 =100 ℃･daysで想定される

凍結深さは，土質によって異なるが30cm程度であり，凍

上問題を扱う上では無視できるレベルである．このよう

な抽出条件にすると，解析データ数は323地点となる． 

 

4. n年確率凍結指数の決定法 

4.1 頻度解析手法 

気象要素の確率年数を扱った既往の研究では，確率分

布モデルとして極値分布を用いることが多い6),7),8)．これ

は自然現象における最大値もしくは最小値が極値である

と考えるためである． 

本報告においても凍結指数を極値と考え，極値I型分布

（Gumbel分布），極値II型分布（Frechet分布），極値III型

分布（Weibull分布），の3つの極値分布および舗装設計施

工指針で用いている対数正規分布（2母数）と正規分布，

さらに下限値を有する3母数型の対数正規分布（岩井法）

の計6種類の確率分布モデルを適合性検討の対象とした．

なお，各確率分布関数については，文献5)を参照された

い． 

つぎに，最適適合分布の決定には SLSC9)（ Standard 

Least-Squares Criterion）を用いた．SLSCは値が小さい程，

適合性が良いと判断され，SLSC＞0.04であれば他の分布

を検討すべきとの判断になる．ただし，複数の確率分布

モデルがSLSCの基準を満たした場合には，Jackknife法に

より結果の安定性評価を行い，誤差分散が最少となるモ

デルを最適適合モデルとした．なお，Jackknife法とはリ

サンプリング手法の一つであり，N個のデータ（標本）

のうち任意の1データを欠いたNセットのデータ群から

誤差分散を求める手法である9),10)． 

 図-2は，各確率分布モデルの適合度判定の一例である．

この例では，SLSCによって正規分布が最適適合として選

 

図-2 各確率分布モデルの適合度判定 
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図-3 頻度解析における最適適合分布の選出割

合
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表-2 各種確率分布関数の適合割合（全国） 

最適適合となる分布関数  地点数  選定割合（%）

極値 I 型分布  137 42.4 

極値 II 型分布  4 1.2 

極値 III 型分布  14 4.3 

正規分布  38 11.8 

対数正規分布（2 母数型） 15 4.7 

対数正規分布（岩井法）  115 35.6 

合計  323 100 

 
表-3 各種確率分布関数の適合割合（北海道） 

最適適合となる分布関数  
地点

数  
選定割合（%）

極値 I 型分布  4 2.5 

極値 II 型分布  0 0 

極値 III 型分布  7 4.5 

正規分布  34 21.6 

対数正規分布（2 母数型） 10 6.4 

対数正規分布（岩井法）  102 65.0 

合計  157 100 



出される．同様の解析を全国323地点で行い最適適合分

布の選出割合を求めた（図-3，表-2）．この結果から極

値I型分布と対数正規分布（岩井法）の選出割合が高く，

従来から用いられてきた対数正規分布（2母数）の選出

割合が極めて低いことが分かる．また，極値I型分布は

本州エリアに限定された選出であり，逆に対数正規分

布（岩井法）は北海道エリアが大部分を占めている．

特に表-3に示すように，北海道エリアに限った割合で

は，正規分布が22％程度，岩井法が65％で90％近くを

占めている．すなわち，凍結指数の変動特性は地域性

が強く，単一の確率分布を持たない性質である．その

ため，n年確率凍結指数の算出には，本来であれば図-2

のような解析が必要となるが，このような手法は極めて煩雑な計算を必要とすることから，簡便な手法によ

ってn年確率凍結指数を求めることを検討した． 

4.2 簡便法によるn年確率凍結指数の算出 

和泉らは，最大積雪深における再現確率の推定法として観測最大値から上位1/3のデータを用いGumbel確

率紙上で回帰直線に当てはめる方法を提案している8)．和泉らによれば，最大積雪深は単一の確率分布を持

たず，その多くが確率紙上で折れ曲がる特性を有するとしている．このような曲線の特性は，冬型の気圧配

置によるものと低気圧によるものに分類できるとし，異なった母集団によるデータである可能性が高いこと

を指摘している．このため，異なる母集団に属するデータが混在した観測値全体を一つの分布に当てはめる

こと自体に問題があるとし，上位何個かのデータによる推定を提案している． 

上位1/3を抽出することは，母集団が異なることを理由に，データを平年値（上位1/2以下のデータ）と極

大値付近（上位1/2以上のデータ）に分離し，上位データからの推定が有効であるとの考えに基づいている．

この際，データ抽出に適する範囲を上位1/3～1/5で結果比較し，データ個数のばらつきによる影響などから

実用性を考慮して1/3を決定している．このデータ範囲については上位1/3に限定する根拠が希薄であるとの

指摘もあるが11)，気象観測データが数十年分しかない現状では解析に限界があることや，誤った分布型を選

択した場合に誤差が増大するなどの理由からその妥当性が述べられている11)． 

図-2に示したように，凍結指数についても最大積雪深と同様にGumbel確率紙上で値が収束する（折れ曲が

る）傾向が多くみられ，降雪と寒さ（気温）が気象要素として互いに深く関連している可能性が高いことが

推察される．そこで，従来から提案されている最大積雪深の推定手法を利用し，凍結指数に関する同手法の

有効性を検証した． 

図-4は，上位1/3データによる推定法（以降，簡便法と称す）であり，確率分布関数を用いずGumbel確率

紙上での上位1/3データによる回帰式からn年確率凍結指数を求める手法である． 

図-5は，北海道エリアに対する簡便法による凍結指数  F1/3 と最適適合の分布関数による凍結指数  Fopt  

（厳密には真値は存在しないが，便宜上，真値と称する）の差を確率年数ごとにヒストグラムで表したもの

である．同図から簡便法による推定値は真値と比較して，10年確率で±10（℃・days）程度，50年確率で±

50（℃・days）程度の差であり，極めて高い推定精度であることが分かる．真の凍結指数を得るためには，

複数の確率分布関数を当てはめ適合性を判定する必要がある．このようなプロセスによって得られた真値と

簡易に求められる簡便法による推定値の一致度が高いことは，この手法の有用性を示すものである． 

 

 

図-4 簡便法による n 年確率凍結指数の算出法 
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5. 過去の凍上災害と凍結指数の地域特性 

 異常気象により自治体が管理する公共土木施設が被

災した際に，復旧費用の一部を国が負担する事を定め

た法律が公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（通

称：国庫負担法）である12)．国庫負担法における災害

の定義は，暴風，こう水，高潮，地震，その他の異常

な天然現象による災害を指し，これには寒冬による地

盤の凍上災害（凍上災）も含まれている． 

凍上災は過去に5度の認定記録が残っており，初め

ての認定は1983年度である4)．近年では，2005年度に

認定を受けたことが記憶に新しく4)，本州16県におい

て計4,295箇所，551億円の被害が記されている．また，

この年の災害は北海道を除く本州地方で発生したこと

から寒冬の地域差を印象付けた． 

凍上災が認定されるには，10年確率凍結指数以上の

寒冬であることが目安となる．したがって，被害年が

設計時に用いた凍結指数以上であったことは，認定基

準から明らかであるが，寒冬の規模は不明である． 

そこで，図-4に示した簡便法により地点ごとに各年

度の凍結指数の確率年数を求めた．図-6は北海道エリ

アにおける確率年数の年推移である．この関係から，

過去50年間で北海道において，どのような規模と頻度

で寒冬があったかを知ることができる．近年，北海道

を中心に凍上災の認定を受けた2000年度に着目すると，

地点によっては50年確率以上の寒冬であったことが分

かり，平均値（図-7の北海道エリア）でも同年は約25

年の確率年数に相当している． 

図-7は，図-6と同様の解析を全323地点（表-1の頻

度解析対象地点数）で実施し，エリア別および年度の

平均値として表したものである．なお，同図には，過

去の凍上災の記録といずれかのエリアで平均確率年数

が5年以上になる年度を寒冬年とし  ①～⑱のNo.を付

けた．この抽出条件は，気象記録として残されている

寒冬年の年度とほぼ一致することから決定している． 

図-7より全国的な傾向として，厳しい寒冬は1980年

代後半までに集中的に発生しており，最近20年間は全

国規模での寒冬は少なくなってきている．エリア別に

特異な年度に注目すると，2000年度の寒冬（寒冬No. ⑮）

は北海道エリアを局所的に襲ったものである．同じよ

うに，1983年度の寒冬（寒冬No. ⑪）は，本州エリア 

 

図-5 簡便法による推定値と 

     最適適合関数との誤差分布 
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図-6 北海道エリアにおける寒冬規模の年推移 
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図-7 エリアごとの寒冬規模の平均年推移と凍上災記録 
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で特異な確率規模であるのに対して，北海道エリ

アは特異値と呼ぶほどの寒冬ではない．これらの

結果を概観しても，寒冬の規模や頻度には地域特

性があることが伺える． 

そこで，図-7の結果から寒冬年におけるエリア

の寒冬順位とその規則性をまとめた（表-4）．寒冬

のエリア順位は，南北の位置関係（緯度の高低）

で整理することが可能であり，北海道エリアもし

くは東北以南エリアのいずれかが高く，東北エリ

アが常に中位の寒冬規模になる特性がある．ただ

し，その際の南北の大小関係（表中の規則性）に

は，有意な差は見られないようである． 

日本の寒冬は，冬期にシベリア付近で発達する

低温のシベリア高気圧が影響するといわれている．

この高気圧とアリューシャン列島付近で発達する

低気圧によって，日本付近は西高東低の冬型の気

圧配置となり強い季節風が発生する13)．本結果で

みられた地域的な特性は，このような気圧配置が

年によって南北に移動することが原因として挙げ

られ，季節風の中心が北上すると北海道付近が強

い寒冬年になり，逆に南下すると東北以南にその傾向が現れるものと考えられる． 

 

6. 地域特性を考慮したn年確率凍結指数の提案 

これまでの結果から，寒冬の規模や頻度には地域特性があることを述べてきた．ここでは，設計値として

の n年確率凍結指数の取り扱いについて，設計期間の決定法や寒冬の地域特性などから考察を加える． 

 通常の道路（舗装）設計では凍結深さの算出に，設計期間 n を10年とした10年確率凍結指数を用いること

が多い14)．これは従前のアスファルト舗装要綱15)がアスファルト舗装の設計期間を一律に10年としていたた

めである．しかし，現在の舗装設計施工指針2)では，状況に応じた合理的な設計が可能になるよう「性能規

定」の概念が導入され，設計期間についても当該路線の社会的影響などから道路管理者が適宜設定すること

を認めており，一般国道で20年，高速自動車国道やトンネル内舗装で40年などの目安も示されている16)． 

ちなみに舗装の設計期間は，ライフサイクルコストによって決定されるものであり，このような概念は，

舗装マネジメントシステム（PMS）17),18)と称される．PMSでは，サービスアビリティ（供用性能指数）の時

間的低下を示すパフォーマンス曲線から供用限界を定めて期間を算定している． 

仮に，PMSから導かれた設計期間（供用限界から求めた年数）とn年確率凍結指数（災害の確率年数）を同

一に扱うのであれば，その設計思想を明確に示す必要があると考えられる．例えば，建築構造物では供用期

間を50年とする一方で，災害に相当する雪荷重などは100年確率を用いており，期間を内容により区別してい

る19)． 

凍上は自然災害として認識されており，一旦被害が生じると多額の復旧費用を要してしまう．このため，

通常の設計期間とは区別して，地域特性などを考慮したn年確率凍結指数を検討することが重要である． 

表-5は，図-7に示した結果から寒冬年の地域特性をまとめたものである．寒冬年を10～20年確率と20年確

表-4 寒冬年のエリア順位と規則性 
 

寒冬年  
エリア順位  規則性  

年度 No.

1962 ① 東北以南  ＞  東北  ＞  北海道  南  ＞  北  

1966 ② 北海道  ≒  東北  ≒  東北以南  北  ≒  南  

1967 ③ 東北以南  ＞  東北  ＞  北海道  南  ＞北  

1968 ④ 北海道  ＞  東北  ＞  東北以南  北  ＞  南  

1969 ⑤ 北海道  ＞  東北  ＞  東北以南  北  ＞  南  

1973 ⑥ 東北以南  ＞  東北  ＞  北海道  南  ＞北  

1974 ⑦ 東北  ＞  北海道  ＞  東北以南  北  ＜＞  南

1976 ⑧ 北海道  ＞  東北  ＞  東北以南  北  ＞  南  

1977 ⑨ 北海道  ＞  東北  ＞  東北以南  北  ＞  南  

1980 ⑩ 東北以南  ＞  東北  ＞  北海道  南  ＞北  

1983 ⑪ 東北以南  ＞  東北  ＞  北海道  南  ＞北  

1984 ⑫ 東北  ＞  北海道  ＞  東北以南  北  ＜＞  南

1985 ⑬ 北海道  ＞  東北  ≒  東北以南  北  ＞  南  

1995 ⑭ 東北以南  ＞  東北  ＞  北海道  南  ＞北  

2000 ⑮ 北海道  ＞  東北  ＞  東北以南  北  ＞  南  

2002 ⑯ 北海道  ＞  東北≒  東北以南  北  ＞  南  

2005 ⑰ 東北以南  ＞  東北  ＞  北海道  南  ＞北  

2011 ⑱ 北海道  ≒  東北  ＞  東北以南  北  ＞  南  

 



率以上に分類したところ，明らかな地域特性

がみられた．北海道は，従来から多用してい

る10年確率規模に相当する寒冬は1度のみで，

他はいずれも20年確率以上の規模である．こ

れに対して，東北以南は，20年確率以上の規

模が1度のみで，寒冬の大部分は10年確率規模

である．また，東北は両エリアの中位的な値

である． 

この結果から明らかなように，確率年数の

変動は，北海道が大きく，東北が中位，東北

以南が小さくなる．すなわち，北海道では軽

度な寒冬年になる機会は少ないが，一旦寒冬

になるとその規模が極めて大きいことを表している．このような地域特性から，設計値としてのn年確率凍結

指数を提案すると，北海道で20年確率，東北で15年確率，東北以南で10年確率が下限値としての目安になる

と考えられる． 

以上の結果から，n年確率凍結指数は，構造物の設計期間と地域ごとに設定した凍結指数の確率年を比較

し，前者が長い場合には設計期間によるn年確率凍結指数を，後者が長い場合には地域ごとのn年確率凍結指

数を用いることが有効であると考えられる． 

 

7. まとめ 

気象要素のような自然現象に関して再現確率を求める場合は，当該気象要素の変動特性を明らかにし，適

する確率分布モデルの検討が必要である．本報告では，n年確率凍結指数の推定における各種の確率分布モデ

ルの適合性を示し，簡便で合理的な凍結指数推定法を提案した．さらに，北海道における凍結指数の特性を

他地域との比較によって明らかにし，n年確率凍結指数の取り扱いについて考察した． 

主な結果は，以下の通りである． 

・ n年確率凍結指数を求めるための最適適合分布は，極値I型分布と対数正規分布（岩井法）の選出割合が高

く，従来から用いられてきた対数正規分布（2母数）の選出割合が極めて低いことが明らかとなった．ま

た，極値I型分布は本州エリアに限定された選出であるのに対して，対数正規分布（岩井法）は北海道エ

リアが大部分を占めており，凍結指数の発生確率に地域性が高いことが示された． 

・ 凍結指数は単一の確率分布関数で表すことが難しいことから，上位1/3のデータを用いた簡便法によるn年

確率凍結指数の有効性を検討した．簡便法は，最適適合の分布関数から求めた真値と比較して極めて高い

推定精度であることが示された． 

・ 国内の寒冷地に対して各年の凍結指数の確率年数を求め，凍上災害の記録と関連付けながら，その傾向を

調べると明らかな地域特性がみられた．特に北海道は，従来から設計で多用している10年確率規模に相当

する寒冬の頻度が少なく，一旦寒冬になると20年確率以上の規模であることが分かった． 

・ 凍結指数の地域特性を考慮し，設計に用いるn年確率凍結指数を提案すると，北海道で20年確率，東北で

15年確率，東北以南で10年確率が下限値としての目安になると考えられる． 

おわりに，2000 年度以降は温暖傾向が続いていたが，2011 年度は 2000 年度以降で最大の寒冬年であった．

図-7 を概観すると厳しい寒冬年の前後は，段階的な寒冬年が続く傾向がみられることから，ここ数年は寒冬

に備えた施設管理（防災点検）などが重要であると考えられる． 

表-5 寒冬年の地域特性と確率年数の提案値 
 

地域特性  
エリア  

北海道  東北  東北以南  

寒冬年

No. 

10～20 年

確率  
⑨  ⑦ , ⑫ , ⑬  

①，③，⑥

⑧，⑩，⑬

20 年  

確率以上

⑤ , ⑧，⑪

⑬，⑮  
⑤ , ⑧ , ⑪  ⑪  

確率年数の年変動

（変動幅の大小）
大  中  小  

確率年数の変動を

考慮した提案値  
20 年確率 15 年確率  10 年確率  
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非対称な凍結面による切土小段排水溝に及ぼす影響と対策 

 

寒地土木研究所 寒地地盤チーム 安達 隆征 

山梨 高裕 

佐藤 厚子 

 

１． はじめに 

近年、切土法面の小段に設置される小段排水溝の破損被害が北海道各地から報告されている。法面の安定

や維持管理のために法面の中腹部に設置される小段は、小段面と谷側の法面から寒気が入るため、平地や法

面に比べ、寒気の影響を受けやすい形状になっている。そのため、小段に設置される小段排水溝は、凍上被

害の対象となりやすい。 

これまでの研究 1)で、寒冷地における切土法面の小段の凍上対策について検討がなされてきたが、指針や

要領などでの取り扱いが確立されていないため、十分な対応ができていない状況である 2)。 

 著者らは、凍結がある程度進行した段階での凍上力の挙動について研究しており 3)、凍結の進行する過程

が、凍上力の挙動に大きな影響を与え、凍上被害をもたらすも

のと推察している。 

そこで、本研究では、凍結面が小段排水溝付近の地盤を通過

する凍結進行初期の小段排水溝に及ぼす凍上力の影響から小段

排水溝の挙動を推察した。また、耐凍上性に向けた小段排水溝

の基礎データを得て、凍上対策技術について検討した。 

 

２． 凍上被害を防ぐためのアプローチ 

小段排水溝の凍上被害状況を写真-１､２に示す。 

凍上被害を防ぐためのアプローチとしては２つ考えられ

る。ひとつは凍上現象を抑制することである。凍上は「土質、

水、気温」の３要素のすべての条件を満たしたときに起こる。

言い換えれば、この３要素のうちのひとつでも欠くことがで

きれば、凍上は起こらない 4)。具体的には、ある凍結深さまで

凍上を起こしにくい材料で置き換える置換工法、凍結面に水

分を供給させないようにする遮水工法、断熱材を埋設し、凍

上性地盤への寒気の侵入を抑制する断熱工法などがある。  

もうひとつのアプローチは、切土法面の小段排水溝はコン  
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写真-１ 切土法面の小段の凍上被害１ 
U 型トラフが山側に傾き、排水機能が低下している。  

写真-２ 切土法面の小段の凍上被害２ 

U 型トラフが山側に傾き、段差が生じている。

段差 



 

 

クリート製品を使用していることが多く 5)、凍上による圧

力（凍上力）を回避することができず、凍上被害の対象に

なりやすいので、凍上力を受けてもフレキシブルに変形し、

その力を回避することである。  

以上のことを整理したのが図-１であり、③と④の凍上

対策工法について、試験施工を実施した。  

 

３． 試験施工の概要 

切土法面の小段排水溝に与える凍上力の影響と、凍上被

害を軽減する排水構造を確立するために、各小段排水溝を

試験施工し、地中温度計と凍上量測定器を設置した。 

 

３．１ 試験施工箇所 

図-２に試験施工箇所を示す。表－１は、試験施工箇所の

n 年確率凍結指数 7)を示している。表－２は、試験施工箇

所における土質の基本物性値を示している。 

①フレキシブル性のある小段排水溝 

凍上力を回避するフレキシブル性のある材料を用いた

小段排水溝の試験施工は、H22 年度に、苫小牧の試験フィ

ールドの既設盛土法面で実施した。苫小牧試験フィールド

では、湧水のある切土法面を再現するため、凍結が進行す

る前に背面から給水した。土質は、凍上性判定試験 8)によ

り、凍上性が中位であると判定された。 

②断熱効果を期待した小段排水溝 

断熱効果を期待した小段排水溝を、H23 年度に、釧路の

道路切土法面で実施した。土質は、粒度による凍上性判定

法 9)により、粒径曲線から凍上性のある土質であると判定

された。 

 

３．２ 試験施工断面 

苫小牧では、従来のＵ型トラフに加え、２種類のフレキ

シブル性のある排水断面構造で試験施工を行った。 

釧路では、従来のＵ型トラフに加え、Ｕ型トラフに断熱

材（JIS規格；JIS A 9511 A-XPS-B-2B、熱伝導率；0.034(W/m・K)）を使用した２種類の小段排水溝と、谷

側からの寒気の影響を避けるために山側へ横断方向にシフトしたＵ型トラフを試験施工した。図-３にそれぞ

れの断面図と施工・設置状況を示す。 

①縦断暗渠型 

フレキシブル性のある縦断暗渠管を小段の山側に設置し、法面からの湧水と表面水を処理する。表面水は

小段を２％の逆勾配にすることで処理する。谷側の地山を張芝で保護する。 

②アスファルト性遮水シート型 

試験施工箇所

苫小牧

釧路

試験施工箇所

苫小牧苫小牧

釧路

図-２ 道内各地の主要な気象特性と 

試験施工箇所（文献６の図に加筆）

n=10 n=20
苫小牧 370 410 高温・少雪
釧路 620 680 低温・少雪

n年確率凍結指数
気象特性

表-１ 試験施工の n 年確率凍結指数 7)(℃･day) 

試料名 苫小牧 釧路
自然含水比(%) 46.98 63.49
土粒子の密度(g/cm3) 2.470 2.641
液性限界(%) N.P. 64.40
塑性限界(%) N.P. 39.98
塑性指数(%) N.P. 24.42
礫(%) 22.8 0.3
砂(%) 51.4 13.4
シルト(%) 47.3
粘土(%) 39.0

土質分類
火山灰質粘性土
(SVG)

シルト(高液性限
界)(MH)

25.8

表-２ 土質の基本物性値 

図-１ 小段排水溝の凍上被害を防ぐための対策工法 
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数字の単位は mm 

フレキシブル性のあるアスファルト性遮水シートを小段の中

央に設置し、小段に５％の勾配を付けて表面水を処理する。両側

の地山を張芝で保護する。 

③Ｕ型トラフ(一般型) 

 従来の U 型トラフを小段の中央に設置する。小段に５％の勾配

を付けて表面水を処理し、両側の地山を張芝で保護する。 

④Ｕ型トラフ(側面断熱材型)  

従来の U 型トラフを小段の中央に設置し、トラフの谷側の側面

に断熱材を埋設する。小段に５％の勾配を付けて表面水をトラフ

で処理し、両側の地山を張芝で保護する。 

⑤Ｕ型トラフ(底面断熱材型) 

従来の U 型トラフを小段の中央に設置し、トラフの低面に断熱材を埋設する。小段に５％の勾配を付けて

表面水をトラフで処理し、両側の地山を張芝で保護する。 

⑥Ｕ型トラフ(山側シフト型) 

 従来の U 型トラフを、山側へ横断方向にシフトし、小段に５％の逆勾配を付けて表面水をトラフで処理す 

写真-３ 計器設置状況

凍上量測定器 

地中温度計 

図-３ 小段排水溝の試験施工断面と設置状況 
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数字の単位は mm 

図-４ 計器設置位置

縦断暗渠型 アスファルト性遮水シート型 U型トラフ(一般・断熱材型) U型トラフ(山側シフト型)
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る。小段の地山は、張芝で保護する。 

 

３．３ 調査方法 

 各小段排水溝に及ぼす凍上力の影響を評価するために、地中温度計と凍上量測定器を設置し、計測を行っ

た。写真-３は、地中温度計と凍上量測定器の設置状況である。また、図-４は、計器の設置位置を示してい

る。 

①地中温度、外気温計測(苫小牧、釧路) 

 凍上力の影響を評価するためには、凍結面の推移を把握する必要がある。凍結面の位置(凍結深さ)は、ア

イスレンズの発生と密接な関わりがあり、凍上力は、凍結面に対して垂直に作用するからである。凍結面は、

地盤中の温度が０℃となる点を結んだ面とし、地中温度を計測することによって求めることができる。 

苫小牧では、小段の谷側、中間、山側の３箇所に地中温度計を設置した。釧路では、小段の谷側と山側の

２箇所に地中温度計を設置した。ただし、山側へシフトした小段排水溝は、小段の谷側と中間の２箇所に設

置した。そして、地中温度計により、地中温度を自動計測により求めた。また、凍結指数を求めるために、

外気温と地表面温度を自動計測した。 

②凍上量計測(苫小牧) 

凍結深さと凍上量の関係を把握するために、凍上量測定器を設置し、凍上量を計測した。縦断暗渠型、ア

スファルト性遮水シート型、Ｕ型トラフは、谷側と山側の２箇所で計測した。Ｕ型トラフの山側シフト型は、

小段の中央と谷側で計測した。 

 

４．試験結果と考察 

 

４． １ 凍結進行初期の凍結面の推移（苫小牧） 

凍結指数が高い地域である訓子府と陸別のこれまでの研究結果 10)では、凍結の進行が早く、地中温度計の

設置時にはすでに凍結が排水溝の底面より下に進行していたので、排水溝付近での、凍結面の進行過程を把

握することができなかった｡そこで、凍結面がＵ型トラフを通過する凍結進行初期に着目した凍上力が小段排

水溝に及ぼす影響を、苫小牧の地中温度計の計測結果から評価した。図-５に、苫小牧における実測した凍結

面の推移を示す。この図から、凍結進行初期において、谷側からの寒気の影響により、山側より谷側の方が

苫小牧のみ  



 

 

凍結の進行が早く、凍結面はトラフを挟んで非対称に進行していくことがわかる。 

また、縦断暗渠型、アスファルト性遮水シート型、Ｕ型トラフの順に凍結の進行が速くなっていき、凍結

深さが深くなっていくことがわかる。これは、排水溝の内空から入る寒気の影響によるものだと考えられる。

縦断暗渠型の山側については、暗渠管より深いところに地中温度計を設置したため、地中温度がマイナスに

ならず、それより浅いところでの凍結深さを求めることができなかった。 

図-６は、図-５を基に、排水溝に作用する凍上力を推察したものである。凍上力は凍結面に対し直角方向

に作用することから、凍結面がＵ型トラフを通過する凍結進行初期に、Ｕ型トラフに不均一な凍上力が働く

ことが推察できる(詳細は５.２で後述する)。一方、アスファルト性遮水シートや縦断暗渠管には、鉛直上向

き方向に近い凍上力が作用することがいえる。 

以上のことから、アスファルト性遮水シートや縦断暗渠管による小段排水溝は、Ｕ型トラフに比べ、凍結

深さと不均一な凍上力を抑制することがわかった。また、フレキシブル性のある小段排水溝を凍上対策とし

て用いた結果、実際に凍上による被害が見られず、凍上に対して追随性があることが確認された。 

 

４．２ 断熱効果を期待した小段排水溝の凍結深さの推移（釧路） 

 図-７に、釧路で試験施工した断熱効果を期待した各Ｕ型トラフと、Ｕ型トラフ(一般型)の小段において、

地中温度計測から求めた凍結深さの推移を示す。 

 断熱材を使用したＵ型トラフ(断熱材型)は、Ｕ型トラフ(一般型)に比べて、凍結深さが浅く、谷側と山側

の凍結深さの差が小さくなった。これは、断熱材がＵ型トラフの内空断面から地盤に入る寒気の影響を抑制

する役割を果たしていると言える。特に側面断熱型では、谷側の地盤に入る寒気を抑制するため、谷側と山

図-５ 凍結面の推移（苫小牧） 
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図-６ 排水溝に作用する凍上力の推察図 
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図-８ 凍上量の推移(苫小牧) 
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図-７ 凍結深さの推移（釧路） 

側の凍結深さの差がほとんどなくなったものと考えられる。

このことから、断熱材の断熱効果により、Ｕ型トラフを挟

む凍結面が非対称から対称になり、凍上力がＵ型トラフに

対称に作用すると推測される。このことから、凍結面がＵ

型トラフを通過する凍結進行初期に、Ｕ型トラフの傾きを

抑える効果があると推察できる。 

 Ｕ型トラフの山側シフト型は、一般型のＵ型トラフに比

べて、凍結深さが浅くなった。谷側の地盤においては、一

般型のＵ型トラフに比べて、Ｕ型トラフから離れているた

め、Ｕ型トラフの内空断面から入る寒気の影響を軽減でき

たと考えられる。また、中間の地盤は、一般型のＵ型トラ

フの谷側の地盤と比べ、Ｕ型トラフの内空断面から入る寒

気の影響を受けるが、法面から離れているため、法面から

の寒気の影響を軽減できると考えられる。このことから、

一般型のＵ型トラフに比べ、Ｕ型トラフに作用する凍上力

を抑制できるものと推察できる。また、凍結進行初期は、

谷側の地盤より中間の地盤のほうが、凍結深さが深くなっ

ている。凍結進行初期では、Ｕ型トラフを覆う積雪が少な

いため、Ｕ型トラフの内空から入る寒気の影響が強いこと

が推測される。 

 

４．３ 凍上量測定結果（苫小牧） 

図-８に、苫小牧における凍上量計測結果を示す。この図

から、法面から入る寒気の影響で、谷側は山側に比べ、凍

上量が大きくなることがわかる。また、アスファルト性遮

水シート型や縦断暗渠型は、Ｕ型トラフに比べ、凍上量が

小さい。これは、排水溝から入る寒気の影響が少ないため

であると思われる。このことから、凍結深さと同じ結果が

現れたので、凍上量は凍結深さに連動し、凍結深さが深い

ほど、凍上量が大きくなることがわかる。 

以上のことから、アスファルト性遮水シートや縦断暗渠

管による小段排水溝は、Ｕ型トラフに比べ、凍上量を抑制

できることがわかった。 

 

５．凍上力の影響による小段排水溝の変位メカニズム 

 以上の試験施工計測結果から、凍結進行期に着目したＵ

型トラフに及ぼす凍上力の影響から、Ｕ型トラフの挙動を

推測した（図－１０）。 

① 凍結前 

気温が下がると地盤に寒気が入り込む。Ｕ型トラフやコ



 

 

ンクリートシールは、未凍土より熱伝導率が高いため、寒気が入り易い。 

② 凍結進行期 

寒気が土中に入ると、地盤が凍結し、地盤中に凍結面が形成される。そして、未凍土側からの水分が凍結

面付近に集まり、アイスレンズを形成する。アイスレンズの膨張により発生する凍上力が、凍結面に対し直

角方向に作用し、コンクリートトラフやコンクリートシールに変位を与える。 

凍結進行期では、トラフの側面から入る寒気の影響で、トラフの側面付近の未凍土から凍結し、トラフの

周辺を囲むように凍結面が形成される。また、法面から入る寒気の影響で、トラフの山側より谷側の方が凍

結深さが深く、凍結領域が広くなり、トラフを囲む凍結面は山側と谷側で非対称になる。このことから、ト

ラフの山側より谷側の方が、アイスレンズの発生領域が大きくなり、図の白い矢印のように、トラフを山側

から谷側に押す凍上力より、谷側から山側に押す凍上力の方が大きくなる。この結果、トラフが山側に傾く

変位現象が起きる。 

③ 最大凍結時 

凍結面がＵ型トラフの底面より下がると、法面からの寒気の影響で、凍結面は谷側に行くにつれ、緩やか

に深くなるので、地盤を押し上げる方向に凍上力が作用し、コンクリートトラフやコンクリートシールは鉛

直に近い方向に押し上げられ、最大凍結時で最大変位になると推測される。 

④ 融解後 

春先の融雪時期に入ると、アイスレンズは溶け、小段全体が脆弱化する。押し上げられたコンクリートト

ラフやコンクリートシールは、傾きを保ったまま、自重により鉛直に下がる。場合によっては、②～④の段

階で、変位だけではなく、破損をもたらすこともある。 

 以上のように、Ｕ型トラフは、凍結進行初期に、非対称な凍結状態により山側に傾くことがわかった。こ

のことは、実際の現象として、写真-１、２で確認することができる。 

図-１０ Ｕ型トラフに及ぼす凍上力の影響評価 
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６．アスファルト性遮水シートの防草効果 

アスファルト性遮水シートは、凍上対策の他に防草効果

を確認できた。写真－４は、Ｕ型トラフとアスファルト性

遮水シートを小段排水溝として同時期に設置してから２年

経過した状況である。Ｕ型トラフ部よりアスファルト性遮

水シート部の方が草が生えていないことがわかる。これは、

シートの両端の根入れ部分が、植物の根の成長の妨げにな

ると考えられる。また、アスファルト性遮水シートは、小

段全体をほぼ覆うため、防草シートの役割を果たしている

ものと考えられる。このことから、維持管理対策の上にお

いても、アスファルト性遮水シートを用いた小段排水溝は

有効であると言える。 

 

７．まとめ 

 以上の試験結果から以下のことがわかった。 

①切土法面の小段では、山側、中間、谷側の順に凍結深は深くなっていき、凍上量も多くなる。 

②凍結深さが深いほど、凍上量が多くなる。 

③切土法面の小段で凍上が起こる場合、凍結進行期に非対称な地盤の凍結による不均一な凍上力により、Ｕ

型トラフは山側に傾きやすい。 

④アスファルト性遮水シートや縦断暗渠管による小段排水溝は、Ｕ型トラフに比べ、凍結深さ、不均一な凍

上力、凍上量を抑制する。 

⑤断熱材を使用したＵ型トラフと、山側へシフトしたＵ型トラフは、従来のＵ型トラフに比べて、地盤の凍

結深さを軽減する。特に側面断熱材型は、Ｕ型トラフを挟んで対称に近い凍結面になるので、不均一な凍上

力が抑制され、Ｕ型トラフの傾きを抑える効果がある。 

 

８．今後の課題 

今回試験施工した小段排水溝の長期に渡る凍上の影響を確認するために、今後は、凍上被害の経年的な調

査が必要である。 

また、他の法面構造物においても同様の解析を行えば、各法面構造物に及ぼす凍上力の影響を評価できる

ものと考えるので、実際に凍上被害を受けている法面構造物についても、検討が必要である。 

 

９．おわりに 

 これまでの研究では 11)、凍結指数が高く、凍上被害が多い地域に着目していたが、今回の研究では、凍結

指数が小さく、凍結面が地盤の浅いところでゆっくり進行する地域（苫小牧）でも、小段排水溝のように、

小型の法面構造物が凍上被害の対象になり得ることがわかった。 

小段排水溝の凍上対策技術については、平坦性のあるフレキシブルな材料を用いた小段排水溝、断熱材を

用いた小段排水溝、山側へシフトした小段排水溝は、従来のＵ型トラフに比べ、凍上被害を軽減できること

がわかった。 

長期に渡る凍上の影響を確認する必要はあるが、今回の研究が小段排水溝の凍上対策および小段の維持管

理対策の計画および設計の参考になれば幸いである。 

写真-４ 小段排水溝の防草効果 

Ｕ型トラフ部 アスファルト遮水シート部 
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寒冷地の高速道路における近年の凍上対策技術の取組み 

 

東日本高速道路株式会社 北海道支社     山内  智*1) 

株式会社ネクスコ・エンジニアリング北海道  笠野 亨尚*2) 

 

１．はじめに 

 北海道をはじめとする寒冷地の道路では，冬期の気温の低下

に伴い地盤中に凍結が侵入し凍上現象が発生することが懸念さ

れる．そのため，凍上被害を確実に抑制し，冬期の平坦性を確

保することが重要となる．これまで北海道の高速道路の凍上対

策は，路床部の凍上性材料を非凍上性材料に置き換える置換工

法を基本に対策を行ってきた．これにかわる対策として新たに

山岳地帯の建設トンネルにおいて，断熱材を用いた凍上対策（写

真 1）の試行導入行った．また，供用区間の凍上箇所の対策工

法には，置換工法よりも施工性および経済性に優位な舗装嵩上

げ工法の試験施工を行った． 

本報告は，近年の凍上対策技術の取組み事例として，建設ト

ンネルにおける断熱工法の検討結果ならびに供用区間切土部に

おける舗装嵩上げ工法の凍上低減効果についてそれぞれ紹介す

る． 

 

２．トンネル内の路面凍上対策の検討 

（１）供用中トンネルの路面隆起発生 

 これまで寒冷地の高速道路トンネルでは，坑内温度の著しい

低下も認められず，インバート埋戻し材に非凍上性材料を使用

することで路面隆起を抑制してきた．しかし，2007 年度に供用

した道東自動車道トマム IC～十勝清水 IC 間のトンネルにおい

て，供用後の冬期より凍上現象と思われる路面隆起が発生した

（図 1）．路面隆起量は最大値 70ｍｍを示し，隆起範囲はトン

ネル西坑口から 205ｍ～755ｍまでの 550ｍの範囲で連続的に

発生した．また，発生範囲はインバートのない区間に集中する

傾向であった．原因を究明するために最大隆起箇所付近を開削

調査し，採取試料の凍上試験を行った結果，粒状路盤での凍上

性は認められず，地山の上層に位置する片麻岩が凍上性を示し

た（表 1）．さらには，開削箇所を切込砕石 40～0ｍｍで復旧し

たにもかかわらず路面隆起が発生したことから，掘削範囲より

深部に位置する地山の片麻岩が凍上現象に起因していることが

わかった． 

※1）Satoru Yamauchi （北海道札幌市厚別区大谷地西 5-12-30，TEL：011-896-5322，FAX011-896-5885） 

※2）Yukihisa Kasano （        同上      ，TEL：011-896-5367，FAX011-896-5885）

写真 1 断熱材の敷設 

図 1 西坑口からの距離と路面隆起量の関係

粒状路盤 地　山 備　考

切込砂利40～0
片麻岩

（ずり破砕材含む）

（ｍ） 0.3 ～ 0.5 0.5 ～1.1

（％） 4.4 11.7

（％） 1.7 3.1

（％） 2.9 5.9

　締固め試験方法 E-c E-c

　最大乾燥密度 （g/㎝3） 2.113 2.150

　最適含水比 （％） 5.5 6.9

　凍上率 （％） 4.0 7.4
　5％以上

　凍上性材料

　凍結様式
様式1

（ｺﾝｸﾘｰﾄ状凍結）
様式4

（霜降状凍結）

　凍上性判定 非凍上性 凍上性

　凍結融解後ＣＢＲ （％） 103.0 12.6

　締固め試験方法 A-c A-c

　最大乾燥密度 （g/㎝3） 1.958 2.090

　最適含水比 （％） 5.5 10.6

　凍上速度 （㎜/hr） 0.06 0.48
　0.3㎜/hr以上

　凍上性高い

　凍結膨張率 （％） 2.6 20.5

　凍上性判定 凍上性低い 凍上性高い

試験区分

地
盤
工
学
会
基
準

Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｃ
Ｏ
試
験
法

　試料名

　自然含水比

　強熱減量

　スレーキング率

　採取深度

表 1 試験結果一覧表 
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（２）建設区間における対策検討 

 インバートのない区間の路面隆起の発生を踏まえ，近接区間であり

今後延伸する道東自動車道占冠 IC～トマム IC 間の建設トンネルにお

いて，新たに地山（岩）の凍上対策の検討を行った．なお，隆起発生

トンネルについては，継続して経過観察中である． 

 地山の凍上現象を抑制するには，凍上の 3 要素である「土質」，「温

度」，「水分」のいずれか 1 つ以上を除去または改善する必要がある．

北海道内の明り部を含んだ過去の施工実績からは，凍上性材料を非凍

上性材料に置換える置換工法が優位と考えられた．しかし，検討対象

である道東自動車道占冠 IC～トマム IC 間の 4 箇所の建設トンネルの

進捗は，ある程度掘進が進んでいたため，置換工法では断面の大きな見直しや手戻りが生じる．また，支保

脚部を再掘削することにより，密実な地山を乱す恐れがある．一方，地下水および湧水など水分の対策につ

いては，現行のトンネル設計において，既に湧水等の処理としての横断排水工や中央排水工を設置している

ため，抜本的な対策には至らない． 

これらを踏まえ，本検討では現行断面を大きく変えることなく，凍結深さが抑制可能な断熱工法に着目し

検討を行った（図 2）．対策に用いた材料は，押出し発泡ポリスチレン材（3 種ｂ規格，厚さ 5 ㎝）である．

また，補助工法として，湧水量の多い区間では地下排水工および横断排水工を増設することを検討した．な

お，今後掘削するトンネルにおいては，支保パターンの選定検討時に，凍上対策が必要な地山と判断される

場合には，インバートを設けることも考慮する必要があると考える． 

（３）対策箇所および対策範囲の検討 

対策工の必要箇所は，次により総合的に判断して選定した．①地山（岩）からサンプラーにて採取した棒

状コアを高さ 50ｍｍ程度に端面整形し，JGS0172「凍上性判定のための土の凍上試験方法」の凍上試験装

置を用いて凍上性と判断された地質の区間を対象とした．②近傍の供用トンネルの冬期坑内温度分布の調査

結果をもとに，トンネル延長が 1ｋｍ程度以上のトンネルは中心付近から寒気が侵入する西坑口までの区間

を対象とし，トンネル延長が 1ｋｍ程度未満のトンネルは全

線を対象とした．③掘削中の路盤付近の湧水量の有無により

対策の必要性を判断した． 

（４）追跡調査の概要 

断熱工法実施後の抑制効果を検証するために，供用後の

2009 年度冬期に，道東自動車道占冠 IC～トマム IC 間

4 トンネルのうち，滝の沢トンネル（断熱材施工区間）

とホロカトマムトンネル（未施工区間）の代表地点を

選定して，地中温度および地下水位の測定，さらには，

両トンネルの全線における坑内温度分布を調査した．

各トンネルの調査内容および測点数を表 2に，地中温

度の測定断面を図 3にそれぞれ示す． 

（５）温度分布による対策範囲の検証 

 滝の沢トンネルとホロカトマムトンネルの坑内凍結

指数分布を図 4，図 5 にそれぞれ示す．滝の沢トンネ

ルの凍結指数（0℃以下の気温と日数の積を通年累計

断熱材（押出し発泡ポリスチレン）

図 2 断熱工法の概略断面 

図 3 地中温度測定断面 
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表 2 調査内容および測点 

トンネル名
凍上対策

区分
調査内容および測点

　滝の沢
　トンネル
 （ 999ｍ ）

対策区間
 地中温度4点、地下水位1点、
 坑内温度11点

　ホロカトマム
　トンネル
 （1,989ｍ）

無対策
区間

 地中温度3点、地下水位1点、
 坑内温度11点



 

 

した値）の分布は西坑口で最

大値 862℃･Days を示し，東

坑口側へ進むにしたがい徐々

に小さくなり東坑口から 200

ｍ地点で最小値 495℃･Days

を示した．一方，ホロカトマ

ムトンネルの凍結指数分布は，

西坑口で最大値 815℃･Days

を示し，東坑口側に近づくに

つれて急激に小さくなり，東

坑口から 300ｍ地点で最小値 184℃･Days を示した．両トンネルの坑内凍結指数は，ともに西坑口が最も大

きく東坑口から 200～300ｍ地点が最も小さい傾向にある．また，坑内の凍結指数の差は，延長の長いホロ

カトマムトンネルの方が大きく，西側の凍結指数と比べ東側の凍結指数は非常に小さく，温暖な温度条件下

にあることがわかる．これは，トンネル延長の短い滝の沢トンネルは，トンネル周辺の寒気が西坑口から東

坑口へと吹き抜けたのに対し，延長の長いホロカトマムトンネルでは，寒気が西側から侵入しても，トンネ

ル中心部から東坑口側に達するまでに大きく減衰したことが要因と推定される．したがって，トンネル延長

の違いにより対策範囲を区分することは可能であり，対策時の範囲選定は概ね妥当であった． 

（６）地中温度と隆起量による対策効果の検証 

 2009 年 11 月から 2010 年 4 月の断熱材施工区間の各測定深さにおける地中温度および測定箇所付近の坑

内温度の推移を図 6に示す．坑内温度は 2 月 4 日に最低温度が-17.4℃まで低下している．断熱材上面温度（深

さ 50 ㎝）は，坑内温度が低下するにつれて急速に温度低下し，12 月 16 日から 0℃を下回り，2 月 6 日に最

低温度-8.8℃を記録した．一方，断熱材下面温度（深さ 60 ㎝）は緩やかに温度低下し，2 月 6 日に 0℃まで

達したが，その後，ほとんど温度変化は見られず，結果的に 2 月 7 日に最低温度-0.5℃を示した．また，同

一時刻における断熱材上面と下面の温度差は最大で 8.8℃となった．これらの結果より，断熱材上面温度が

12 月中旬から 4 月上旬にかけて氷点下を示し，最低温度は-8.8℃まで低下したのに対し，断熱材下面温度は

0℃付近で推移し，凍結深さが断熱材で停滞していることから，断熱材の設置によって地山への凍結線（0℃

線）の侵入が抑制できたものと判断される． 

冬期の舗装版の隆起は，冬期間を通してなかった．また，インバート設置区間についても同様な状況であ

った．これらから，断熱工法による対策で地山への凍結

を抑制し路面隆起の発生を抑制できた． 

 

３．供用区間切土部の舗装嵩上げ工法の検討 

（１）路面隆起の発生と路床の現況調査 

 道央自動車道苫小牧西 IC～苫小牧東 IC 間の切土部で

は，冬期に路面隆起が発生する場合があるため，当該地

区の冬期の平坦性を改善することが課題となっている．

路面隆起の原因を究明するために，当該地区の走行車線

を開削し，現況断面の確認，目視観察，採取試料の土質

試験を実施した．現況断面はアスファルト表層から上部

路床上層部まで非凍上性材料で構成され，置換厚さは 65
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図 6 断熱材上面・下面温度の推移 
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㎝となる．また，その下層には置換された火山灰質粗粒

土と地山の火山灰質粗粒土（ともに支笏軽石流堆積物

Spfl）で構成される．このうち置換火山灰質土と地山の

火山灰質土を採取し，物理試験および凍上性判定試験

（NEXCO 試験法 112）を行った．開削調査で採取した

2 試料および建設時の地山火山灰質土の土質試験結果を

表 3に示す．地山火山灰質土の粒度試験結果は 0.075 ㎜

通過質量百分率が 43.3％となり，建設時から 7.7％増加

している．また，凍上性判定結果は，置換火山灰質土が

凍上率 14.5％，凍結様式 3 となり，地山火山灰質土が凍

上率 11.3％，凍結様式 3 となり，両試料ともに高い凍上

性を示している．これは両試料が粒子破砕，乾湿繰返し

および凍結融解繰返し作用等の複合的要因により細粒化

し，凍上性材料へと変質したものと推定される． 

（２）対策工の検討と試験施工概要 

 北海道の高速道路における供用区間の凍上抑制効果か

らは，置換工法が最良と考えられる．しかし，必要置換

厚さは路面から 115 ㎝となり，非凍上性材料である上部

路床の上層（深さ 65 ㎝まで）から，さらに 50 ㎝もの既

設路床の置換えが生じる．したがって，置換工法では長

時間の打換え作業と交通規制が必要となり，且つ，施工

費も増大する．一方，断熱工法は施工深さを 65 ㎝へと

浅くできるが，施工費が置換工法とほぼ同等となる．そ

こで，本検討では北海道の高速道路の施工事例から，凍

上を緩和させる効果が認められ，且つ，他工法よりも経

済性および施工性において大幅に優位な舗装嵩上げ工法

に着目し，その効果と現地適用性を試験施工により検証

した． 

試験施工は，苫小牧西 IC～苫小牧東 IC 間切土部の延

長 300m 区間で，10cm の舗装嵩上げ工を実施し，冬期間に対策断面ヤードと隣接する現況断面ヤードにお

いて追跡調査を行った（図 7）．なお，追跡調査の調査内容および測定頻度は表 4に示すとおりである． 

（３）地中温度の推移 

 2011 年度冬期に測定した地中温度の推移を図 8 に示す．調査年度の凍結指数は近年最寒冷年の 662℃･

Days に対し 542℃･Days となり，比較的寒冷な気象条件であった．現況断面の地中温度は，外気温の低下

に伴い温度低下傾向を示し，表層で 1 月 27 日に最低値-10.4℃，地山上面（深さ 80 ㎝）では 2 月 6 日に最

低値-2.0℃を示した．一方，舗装嵩上げ断面の地中温度は，表層で 1 月 27 日に最低値-10.4℃まで低下し，

地山上面（深さ 90 ㎝）は 3 月 2 日に最低値 0.5℃を示したが，冬期間を通じて 0℃を下回ることはなかった． 

表 3 採取試料の試験結果 

（ 建設時 ）

地山
火山灰質土

置換
火山灰質土

地山
火山灰質土

　地盤材料の工学的分類
細粒分質礫質砂

（ＳＦＧ）
－

細粒分質礫質砂

（ＳＦＧ）

　自然含水比　　　　　　　　　w n (%) － 28.8 39.2

　土粒子の密度試験　　　　 ρs (g/㎝3) 2.220 2.544 2.446

　最大寸法 (㎜) 37.5 37.5 37.5

　4.750㎜　通過質量百分率 (%) 85.0 － 91.1

　2.000㎜　通過質量百分率 (%) 73.0 － 85.1

　0.425㎜　通過質量百分率 (%) 49.2 － 61.6

　0.075㎜　通過質量百分率 (%) 35.6 － 43.3

　凍上前・後の質量増加量 (g) － ＋304 ＋202

　凍　上　率　　　 (%) － 14.5 11.3

　凍　結　様　式　 － ３
（微細霜降状凍結）

３
（微細霜降状凍結）

　凍結融解後の修正ＣＢＲ (%) － 4.3 －

　凍　上　性　判　定 凍上性材料 凍上性材料

開削調査採取試料

粒
度
試
験

試 験 項 目

凍
上
試
験

表 4 調査内容および測定頻度 

≪　対策断面　≫
≪　現況断面　≫
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図 7 現況断面と対策断面の概略図 

調査項目 調査方法 測定頻度

　地中温度・外気温測定
　地中温度センサ・データロガー

　（外気温1点、地中温度3～4点）
　毎正時に自動記録

　国際ラフネス指数
　（ＩＲＩ）測定

　ＳＴＡＭＰＥＲ簡易ＩＲＩ測定 
5)

　（道路パトロール車に装着）
　冬期前・凍上期・融解後

　路面凍上量測定 　水準測量 　冬期前・凍上期・融解後

　寒冷度比較調査 　本線気象観測局データ



 

 

 凍結深さについては，舗装嵩上げ工の有無によって同一

深度の地中温度に明瞭な差異が見られ，現況断面では凍上

性材料である上部路床の置換火山灰質土と，その下部の地

山火山灰質土まで凍結が侵入した．一方，舗装嵩上げ断面

は凍上性材料である上部路床の置換火山灰質土に僅かに凍

結は侵入したが，地山火山灰質土は未凍結であった．これ

らの結果から，厚さ 10cm の舗装嵩上げを施したことによ

り，比較的熱伝導率が小さいアスファルト舗装の層厚が厚

くなったことで，現況断面よりも凍結深さが浅くなったも

のと推定される． 

（４）路面のラフネス変動 

 現況断面区間の国際ラフネス指数（以下「IRI」という）

の時期変動を図 9に，舗装嵩上げ工区間の IRI の時期変動

を図 10にそれぞれ示す．現況断面区間の凍上期の IRI は，

2011 年 3 月の測定で最大値 3.2 ㎜/m，2012 年 3 月の測定

で最大値3.7㎜/mとなり，比較的高い傾向で推移している．

また，2 ヵ年ともに冬期前の IRI と比較して凍上期の方が

IRI が大幅に増加する傾向を示している．これは凍上によ

る路面不陸が発生し，平坦性が低下したためと推定される．

一方，舗装嵩上げ工区間の IRI は，施工前の凍上期で最大

値 4.9 ㎜/m を示していたのに対し，施工後の凍上期は最大

値 1.6 ㎜/m と施工前の凍上期よりも大幅に減少している．

また，冬期前と施工後の凍上期を比較すると殆ど変動が見

られない． 

 これらの結果より，現況断面区間は路面不陸の発生が顕

著であるのに対し，舗装嵩上げ工区間では施工前に発生し

ていた路面不陸が低減され，さらには，施工後の冬期前と

凍上期の IRI に殆ど変動が見られないことから，舗装嵩上

げ工により，冬期路面の平坦性が改善されているものと判

断される． 

（５）推定凍結深さとの比較 

 他地区にて舗装嵩上げ工の適用可否や施工厚を検討する

には，諸条件が異なるため対策効果の予測が必要となる．

そこで，本施工結果と凍結深さの推定値と

の比較を行った．推定値は修正 Berggren

式 1)を用い，試験施工の断面構成，凍結指

数および各材料の一般的熱定数より算出し

た（表 5）．推定凍結深さは図 11 のとおり

現況断面 86 ㎝，舗装嵩上げ断面 84 ㎝とな

り，現況断面が地山の深部にまで侵入した
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図 9 現況断面区間のＩＲＩ 

0.0 

1.0 

2.0 

3.0 

4.0 

5.0 

49.0 49.1 49.2 49.3 49.4 49.5 49.6 49.7 49.8 49.9 50.0 

IR
I（

m
m

/
m

）
－

評
価

長
1
0
0
ｍ

KP（下り・走行車線）

凍上期 （1）

（2011.3.23測定）

冬期前

（2011.11.22測定）

凍上期 （2）

（2012.3.26測定）

0.0 

1.0 

2.0 

3.0 

4.0 

5.0 

48 48.1 48.2 48.3 48.4 48.5 48.6 48.7 48.8 48.9 49

IR
I（

m
m

/
m

）
－

評
価

長
1
0
0
ｍ

KP（下り・走行車線）

施工前凍上期

（2011.3.23測定）

冬期前

（2011.11.22測定）
施工後凍上期

（2012.3.26測定）

舗装嵩上げ工

区間

図 10 舗装嵩上げ区間のＩＲＩ 

乾燥密度 含水比 熱伝導率 熱容量 凍結潜熱

ρd（g/㎝3） w（%） λ（W/m･k） Q（J/㎥･K） L（J/㎥）

　アスファルト混合物 2.40 0 1.153 1.875 0

　切込砂利 2.00 7 1.396 1.863 46.9

　粗粒火山灰 1.35 16.5 1.205 1.66 74.6

材料名

表 5 各熱的定数 



 

 

のに対し，路面高が 10 ㎝高い舗装嵩上げ工は，上部

路床（置換火山灰質土）の途中で停滞し，凍上性材料

への侵入深さが 12 ㎝浅くなる結果を得た．これは，

地中温度の温度低下傾向と概ね近似する傾向にある．

今後は，各地区，断面構成および路床材毎に推定結果

を蓄積し，適用可能な範囲ならびに断面条件を検討し

ていく予定である． 

 

４．まとめ 

 建設トンネルにおける断熱工法の対策検討結果およ

び切土部における舗装嵩上げ工法の試験施工結果をま

とめると以下のとおりである． 

４－１．建設トンネルの断熱工法の対策検討結果 

（１）開削調査結果および埋戻し後の路面隆起状況から，インバートのない区間における冬期の路面隆起は，

地山（岩）の凍上が原因であることがわかった． 

（２）対策工の検討結果から，建設区間のトンネルでは現行断面を大きく変えることなく凍結深さの抑制が

可能な断熱工法が有効であった．また，追跡調査結果から供用後の凍結抑制効果と路面の健全性が示さ

れた． 

（３）坑内温度分布の傾向はトンネル延長を 1 ㎞程度で大別することができ，1 ㎞程度以上のトンネルは中

心から西坑口側で温度低下し，1 ㎞程度未満のトンネルでは全線で均一に温度低下する傾向が示された．

そのため，対策範囲はトンネル延長の違いにより区分することが可能となった． 

４－２．切土部の舗装嵩上げ工法の試験施工結果 

（１）苫小牧地区の冬期の路面隆起は，路床の置換火山灰質土および地山の火山灰質土が粒子破砕，凍結融

解繰返し作用により細粒化し，凍上性材料へと変質したことが要因と推定された． 

（２）凍結指数 540℃･Days，置換厚さ 65 ㎝の現地条件において，厚さ 10 ㎝の舗装嵩上げ工は，路床およ

び地山の凍上性材料への凍結侵入を低減し，冬期路面の平坦性を改善できた． 
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図 11 推定深さ模式図 
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寒冷地における斜面の土の凍上性判定方法に関する考察 
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１．はじめに 

 北海道のような寒冷地域では、地盤の凍上・凍結融解に起因すると考えられる斜面崩壊や斜面構

造物の変状が多く見られる。「道路土工 排水工指針（昭和 62 年 8 月）」1)では「切土のり面の崩壊原因の

うち，全体の 40%が凍上，凍結融解によって発生している」との記述があり、古くから斜面崩壊、斜面構造物

の変状に対し、凍上・凍結融解現象が深く関わっていることが知られている。しかし、斜面構造物に関する計

画・設計において、指針や要領などに凍上対策について詳細に記述されたものが無いため、地盤の凍上・凍結

融解に対する十分な対応ができていないのが現状である。そこで、地盤工学会北海道支部では、平成 22 年 3

月に「斜面の凍上被害と対策のガイドライン」2)として斜面の凍上被害の実例と原因、およびその対策技術の

基本的考え方をまとめた。さらに，平成 23 年より「凍上対策工の調査・設計法に関する研究委員会」（委員長

小野丘，委員 32 名）を設置して、凍上対策の設計手法をまとめた設計指針作成を目標とした活動を続けてい

る。 

 寒冷地域における斜面構造物の凍上対策方法としては、斜面の凍上性に応じた工種の選択、凍上変位や凍上

力に対応可能な構造の検討等が考えられるが、凍上対策方法を検討する前段階として、凍上対策を実施する必

要性の有無、すなわち、斜面の凍上性を適切に判定する必要がある。土の凍上性判定方法としては、土の粒度

分布やコンシステンシー特性から凍上性を判断する方法や、凍上試験による方法がある。本研究ではこれらの

凍上性判定方法を構造物（法面保護工）の変状が異なる斜面に対して適用し、構造物の変状との対応や問題点

を検討する。また、新たに土の粒度と含水状況から斜面の凍上性を判断する方法について提案する。 

 

２．斜面構造物の凍上被害事例 

 写真 2.1、写真 2.2 は、プレキャストコンクリート法枠工、軽量法枠工の変状事例である。写真の事例では

プレキャストコンクリート法枠工、軽量法枠工のすべり止め鉄筋が凍着凍上により変位し、変位が経年的に蓄

積されることで枠部材が完全に浮き上がった状態となっている。写真 2.1、写真 2.2 のような状態では、降雨

水や融雪水などにより法面浸食が発生し、植生による法面の安定性確保、地域自然環境の保全、周辺景観との

調和といった要求性能を満足することができなくなる。また、写真 2.1 では縦排水工も凍上により破損してお

り、降雨水等を速やかに排除することが困難な状態となっている。写真 2.3、写真 2.4 は凍上融解に起因して 

※1  Iwakura Toru   札幌市東区苗穂町 4 丁目 2 番 8 号     (TEL) 011-753-9098 (FAX) 011-753-0252 

※2  Kanbara Takayoshi                同 上 

※3 Ono Takashi   札幌市中央区南 26 条西 11 丁目 1 番 1 号  (TEL) 011-841-1161 (FAX) 011-551-2951 

※4  Sato Atsuko   札幌市豊平区平岸 1 条 3 丁目 1 番 34 号  (TEL) 011-841-1709 (FAX) 011-841-7333 

※5 Sasaki Yuichi   札幌市北区屯田 6 条 8 丁目 9 番 12 号   (TEL) 011-773-5121 (FAX) 011-773-5128 

※6 Tanifuji Yoshihiro 札幌市厚別区大谷地西 5 丁目 12 番 30 号  (TEL) 011-896-5322 (FAX) 011-896-5885 



発生した法面崩壊の事例であり、植生がすべり落ち、地山が露出した状態となっている。 

凍上融解現象により法面保護工に変状が発生すると、法面保護工としての機能が失われ、降雨水や融雪水

などによる法面浸食により、植生の流出や崩落に至る等、法面の安定性に大きな影響を及ぼす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.1 プレキャストコンクリート法枠工の変状 2)       写真 2.2 軽量法枠工の変状 2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.3 植生工施工斜面の表層崩壊 2)  写真 2.4 軽量法枠工施工斜面の表層崩壊 2) 

 

３．斜面の土の物理試験結果 

 表 3.1 に法面保護工の変状発生斜面と、変状非発生斜面の土の物理試験結果を示す。表 3.1 の 18 試料の

内、変状発生斜面が 10 試料、変状非発生斜面が 8 試料である。 

 

表 3.1 法面保護工施工斜面の土の物理試験結果 

 

 

 

 

 

液性
限界

塑性
限界

均等
係数

礫分
(%)

砂分
(%)

ｼﾙﾄ分
(%)

粘土分
(%)

0.075mm

以上

0.075mm

以下

A1 64.70 45.30 2.613 - 0.0 34.1 35.0 30.9 34.1 65.9 64.00 1.55 ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ法枠工　変状（浮上り量80cm)

A2 NP NP 2.677 40.6 28.4 45.8 20.6 5.2 74.2 25.8 20.80 0.47 軽量法枠工　変状（浮上り量40cm）

A3 78.40 52.28 2.553 672.4 41.7 25.1 23.2 10.0 66.8 33.2 54.68 0.72 軽量法枠工　変状（浮上り量40cm）

A4 75.95 50.02 2.562 625.6 41.9 34.3 14.4 9.3 76.3 23.7 53.13 軽量法枠工　変状（浮上り量68cm）

A5 46.90 32.05 2.625 - 3.3 38.5 34.3 23.9 41.8 58.2 40.86 0.67 ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ法枠工　変状（浮上り量35cm）

A6 81.63 60.75 2.492 1874.6 65.9 17.0 10.5 6.6 82.9 17.1 68.00 0.96 軽量法枠工　変状（浮上り量68cm）

A7 53.25 27.61 2.627 - 0.7 27.1 44.5 27.8 27.7 72.3 42.25 0.47 軽量法枠工　変状　　　　　　　　　　　　　　

A8 2.603 5.5 47.0 24.5 23.0 52.4 47.6 41.34 ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ法枠工　変状（浮上り量20cm）

A9 2.595 3.0 70.3 18.9 7.8 73.3 26.7 34.90 ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ法枠工　変状（浮上り量15cm）

A10 2.569 4.5 60.3 22.9 12.3 64.8 35.2 39.65 ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ法枠工　変状（浮上り量51cm）

A11 NP NP 2.559 40.6 7.7 62.2 23.0 7.1 69.9 30.1 24.20 0.11  ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ法枠工　変状無

A12 NP NP 2.639 38.7 18.4 66.5 6.4 8.8 84.8 15.2 24.82 0.77 ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ法枠工　変状無

A13 NP NP 2.750 29.4 83.3 14.1 2.6 0.0 97.4 2.6 12.20 軽量法枠工　変状無

A14 NP NP 2.423 648.5 69.1 19.3 11.3 0.3 88.4 11.6 42.28 ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ法枠工　変状無

A15 2.634 0.0 28.7 42.5 28.9 28.7 71.4 54.45 ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ法枠工　変状無

A16 2.672 7.1 90.9 2.0 0.0 98.0 2.0 11.80 ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ法枠工　変状無

A17 2.607 0.0 19.3 47.8 32.9 19.3 80.7 56.20 ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ法枠工　変状無

A18 2.698 2.6 95.4 98.0 2.0 10.66 ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ法枠工　変状無
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表 3.2 凍上速度により凍上性が明らかな土砂試料の物理試験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.2 は 『凍上性判定のための土の凍上試験方法（JGS 0172-2009）』3)により、凍上性が明らかな土砂試

料の物理試験結果である。本試験方法は凍上速度 Uh（単位時間当たりの凍上量，mm/h）により土の凍上性を

判定するものであり、Uhと現地の凍上被害発生状況を対応付け、凍上性判定基準を以下のように示している。 

・0.3mm/h ≦ Uh      ： 凍上性が高い 

        ・0.1mm/h ≦ Uh ＜ 0.3mm/h ： 凍上性は中位 

        ・      Uh ＜ 0.1mm/h ： 凍上性が低い 

表 3.2 に示す土砂試料は全て Uh≧0.1mm/h であることから、凍上性を有するものと考える。 

 表 3.1、表 3.2 に示した土の物理試験結果より、斜面の凍上性判定方法を検討する。 

 

４．斜面の凍上性判定方法 

 ４．１ 土の粒度分布による判定方法 

 土の凍上性と粒度の関係を示す例とし

て、国際地盤工学会 TC-8（現 TC216）は

図 4.1 を示している。図 4.1 において、

領域 4（均等係数 Uc＞15 かつ D50＞

1mm）および領域 3（Uc＜15 かつ 0.2＜

D50＜1mm）は非凍上性とされる。領域 2

（Uc＜15 かつ 0.1＜D50＜0.2mm）も毛管

上昇高さが 1m 以下であれば非凍上性で

ある。領域 1 が凍上性とされ、領域 1L      図 4.1 土の粒度分布による凍上性判定方法 3) 

では透水係数が小さくなるため、地盤で 

の凍上量は小さくなるとされている。            

 図 4.1 に対し、法面保護工変状発生斜面（表 3.1 における A1～A10）の土の粒度分布を重ねた結果を図 4.2

に示す。また、法面保護工変状非発生斜面（表 3.1 における A11～A18）の土の粒度分布を重ねた結果を図 4.3

に示す。図 4.2 において、法面保護工変状発生斜面の土の粒度分布は、全て領域 1・2 を通過している。一方、

変状非発生斜面の粒度分布の内、A11、A15、A17 は変状発生斜面と類似した粒度分布有しており、図 4.1 によ

り凍上性の有無を区別できていない。しかし A13、A14、A16、A18 は、領域 1・2 を通過しない粒度分布とな

っている。このことから、少なくとも領域 1・2 を通過しない粒度分布を有する斜面は、凍上により法面保護

工の変状が発生する可能性が低いと推測できる。 
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係数

礫分
(%)

砂分
(%)

ｼﾙﾄ分
(%)

粘土分
(%)

0.075mm

以上

0.075mm

以下

B1 88.90 54.60 2.364 20.9 1.0 46.8 43.0 9.2 47.8 52.2 87.80 1.04

B2 93.30 46.50 2.622 104.3 20.3 51.2 20.6 7.9 71.5 28.5 52.90 0.58

B3 53.10 25.10 2.699 - 4.5 21.9 41.0 32.6 26.4 73.6 29.50 0.39

B4 41.10 29.50 2.552 40.2 19.7 45.9 25.2 9.2 65.6 34.4 33.20 0.40

B5 65.50 40.86 2.683 - 0.0 12.6 48.0 39.4 12.6 87.4 54.40 1.12

B6 63.10 35.05 2.684 - 1.7 6.4 43.5 48.4 8.1 91.9 55.80 0.95

B7 - - 2.646 - 0.0 21.4 28.0 50.6 21.4 78.6 43.54 0.43

B9 - 2.674 - 7.8 24.7 15.3 52.2 32.5 67.5 55.33 0.57

B10 45.90 31.30 2.582 39.4 22.2 29.5 39.0 9.3 51.7 48.3 28.10 0.27

B11 NP NP 2.470 - 22.8 51.3 11.0 14.8 74.2 25.8 46.98 0.27
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図 4.2 法面保護工変状発生斜面の土の粒度分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3 法面保護工変状非発生斜面の土の粒度分布 

 

粒度分布から土の凍上性を判定する本方法により、

土の凍上性はある程度推測可能である。しかし、同様の

粒度分布を有していても、法面保護工の変状に差異が

あることから、粒度分布だけでは凍上性を判断できな

い場合があることに、十分留意する必要がある。また、

図 4.4 は同一斜面の 2 箇所の粒度分布であるが、粒度分

布が試料採取位置によって異なり、凍上による変状に

も差異がある。このことから、1 箇所の試験結果をのみ

で当該斜面の凍上性を判断することは危険であり、複

数地点の試験結果による総合的な判断が必要である。                          

図 4.4 同一斜面の 2 箇所における土の粒度分布 

４．２ 凍上速度による判定方法 

 表 4.1 に法面保護工施工斜面における凍上試験結果と構造物変状の状況を示す。事例は少ないものの、凍上

速度が 0.3mm/h 以上となる法面保護工には明瞭な変状が発生しているが、凍上速度が 0.11mm/h と低い A11 の

法面保護工は非変状である。一方、A12 は法面保護工非変状であるが、大きな凍上速度を示している。このこ

とから、前述した凍上速度による凍上性判定指標値が、法面保護工に対しても有る程度の適用性を有している

と考えられるが、A12 のような例外も認められる。例外が生じた原因は不明であるが、A12 のような場合には、 
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表 4.1 法面保護工施工斜面に凍上試験結果と変状状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

土が潜在的に凍上性を有しており、条件が整えば凍上が発生すると評価すべきと考える。 

 

４．３ 細粒分含有率と自然含水比による判定方法 

 表 3.1、表 3.2 に示した土砂試料の細粒分含有率

（0.075mm 以下の土粒子の割合）と自然含水比の

関係を図 4.5 に示す。図 4.5 では、細粒分含有率

が高く、自然含水比も大きい領域ほど、“法面保護

工変状有”及び“凍上性高い”のプロットが多く

分布している。一般に凍上現象の発生を左右する

要素として、「土質」、「水分」、「温度」の 3 要素が

重要とされている。図 4.5 は 3 要素の内、「土質」

と「水分」の関係を定性的に示すものである。す

なわち、「土質」においてはシルト・粘土成分（細

粒分）が重要であり、細粒分含有率が高いほど、

地盤としての凍上性が高いことを表している。図

4.1 に示した土の粒度分布による凍上性判定方法

も、換言すれば細粒分を多く含有する領域 1・2 の

凍上性が高いことを表している。また「水分」に      図 4.5 土の細粒分含有率－自然含水比の関係 

ついては、地下水面の高低に関わらず、土中にある 

程度の水分が保持されていれば、法面保護工に変状を発生させるのに十分な凍上が発生し得ることを表して

いる。 

 図 4.5 を細粒分含有率、自然含水比ともに 5%間隔の領域に区切り、領域内に含まれる“法面保護工変状有”

及び“凍上性高い”なるプロット（全 18 個）の割合を示したものが表 4.2 である。ここではこの割合を“変状発

生率”と呼ぶ。例えば図 4.5 において、細粒分含有率 30%以下かつ自然含水比 40%以下なる領域に含まれる“法

面保護工変状有”のプロット数は 2 個であり、変状発生率は 11.1%（2/18×100%）となる。 

表 4.2 より、変状発生率が 5%未満、20%未満となる領域は以下のようになる。 

  変状発生率 5%未満  ： 細粒分含有率 15%未満 かつ 自然含水比 20%未満 

  変状発生率 20%未満 ： 細粒分含有率 25%未満 かつ 自然含水比 30%未満 

表 4.2 を細粒分含有率と自然含水比の単独指標として見た場合、変状発生率 5%未満、20%未満となる領域

は上記領域外にも認められる。しかし、同程度の細粒分含有率、自然含水比であっても、変状発生状況や凍上

性に差異があることを考慮し、細粒分含有率と自然含水比の両方において上記変状発生率を満足するように、
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A1 0.0 34.1 35.0 30.9 34.1 65.9 64.00 1.55 ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ法枠工 変状

A2 28.4 45.8 20.6 5.2 74.2 25.8 20.80 0.47 軽量法枠工 変状

A3 41.7 25.1 23.2 10.0 66.8 33.2 54.68 0.72 軽量法枠工 変状

A5 3.3 38.5 34.3 23.9 41.8 58.2 40.86 0.67 ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ法枠工 変状

A6 65.9 17.0 10.5 6.6 82.9 17.1 68.00 0.96 軽量法枠工 変状

A7 0.7 27.1 44.5 27.8 27.7 72.3 42.25 0.47 軽量法枠工 変状

A11 7.7 62.2 23.0 7.1 69.9 30.1 24.20 0.11  ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ法枠工  変状無

A12 18.4 66.5 6.4 8.8 84.8 15.2 24.82 0.77  ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ法枠工  変状無
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領域を設定している。 

上記領域を図に示すと（図 4.6）、変状発生率 5%未満の領域には、“法面保護工変状有”及び“凍上性高い”

となるプロットは存在しない。変状発生率 20%未満の領域にも、“法面保護工変状有”及び“凍上性高い”と

なるプロットは存在しないが、細粒分含有率、自然含水比をそれぞれ単独指標として見た場合、すなわち、“細

粒分含有率 25%未満または自然含水比 30%未満”となる領域には、“法面保護工変状有”及び“凍上性高い”

となるプロットが存在する。           

 凍上の発生を支配する 3 要素の                    表 4.2 法面保護工の変状発生率 

内、「土質」と「水分」により土の

凍上性を判定する本方法を用い

ることで、「土質」のみで凍上性を

判断する図 4.1 では凍上性の有無

を判断できなかった A11 や A12

が、他の条件の試料に対しどのよ

うな位置付けにあるのかが明確

になる。 

 

５．まとめ 

 変状状態が明確な法面保護工

施工斜面、凍上性が明確な土砂試

料の各種物理試験結果を用いて、

凍上性判定方法の検証を行った

結果、以下の事項が明らかとなっ

た。 

①土の粒度分布による凍上性判定方法 

 図 4.1を用いた土の粒度分布による凍上性判

定方法では、法面保護工に変状が認められる斜      

面の粒度分布は領域 1・2 を通過する。一方、

変状が認められない斜面では、図 4.1 により凍

上性を明確に区分できないものの、少なくとも

領域 1・2 を通過しない粒度分布を有する場合

は、変状が発生しないと推測される。 

②凍上速度による凍上性判定方法 

 凍上速度により土の凍上性を判定する方法

では、事例数が少ないものの、地盤工学会によ

り示されている凍上性判定指標が、法面保護工

に対しても適用性を有すると考えられる。 

③細粒分含有率と自然含水比による凍上性判  

定方法 

細粒分含有率－自然含水比の関係と法面保護         図 4.6 細粒分含有率と自然含水比の関係（再掲） 

工の変状、土の凍上性を関連付けることで、法 
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100 0.0 0.0 0.0 5.6 11.1 27.8 38.9 44.4 44.4 50.0 55.6 61.1 61.1 72.2 83.3 88.9 88.9 94.4 100 100

95 0.0 0.0 0.0 5.6 11.1 27.8 38.9 44.4 44.4 50.0 55.6 61.1 61.1 72.2 83.3 88.9 88.9 94.4 100 100

90 0.0 0.0 0.0 5.6 11.1 27.8 38.9 44.4 44.4 50.0 55.6 61.1 61.1 72.2 83.3 88.9 88.9 94.4 100 100

85 0.0 0.0 0.0 5.6 11.1 27.8 38.9 44.4 44.4 50.0 50.0 55.6 55.6 66.7 77.8 83.3 83.3 88.9 94.4 94.4

80 0.0 0.0 0.0 5.6 11.1 27.8 38.9 44.4 44.4 50.0 50.0 55.6 55.6 66.7 77.8 83.3 83.3 88.9 94.4 94.4

75 0.0 0.0 0.0 5.6 11.1 27.8 38.9 44.4 44.4 50.0 50.0 55.6 55.6 66.7 77.8 83.3 83.3 88.9 94.4 94.4

70 0.0 0.0 0.0 5.6 11.1 27.8 38.9 44.4 44.4 50.0 50.0 55.6 55.6 66.7 77.8 83.3 83.3 88.9 94.4 94.4

65 0.0 0.0 0.0 0.0 5.6 22.2 33.3 38.9 38.9 44.4 44.4 50.0 50.0 61.1 72.2 77.8 77.8 83.3 88.9 88.9

60 0.0 0.0 0.0 0.0 5.6 22.2 33.3 38.9 38.9 44.4 44.4 50.0 50.0 55.6 66.7 72.2 72.2 77.8 83.3 83.3
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50 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 16.7 22.2 22.2 27.8 27.8 33.3 33.3 33.3 44.4 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0

45 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 16.7 22.2 22.2 27.8 27.8 33.3 33.3 33.3 44.4 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0

40 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 16.7 22.2 22.2 22.2 22.2 22.2 22.2 22.2 27.8 27.8 27.8 27.8 27.8 27.8

35 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 16.7 16.7 16.7 16.7 16.7 16.7 16.7 16.7 22.2 22.2 22.2 22.2 22.2 22.2
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面保護工に変状を発生させる可能性が高い細粒分含有率、自然含水比をある程度示すことができた。また、①

の方法では凍上性が不明確であった試料についても、他の条件の試料の中で、どのような位置付けにあるのか

を示すことができた。 

 上記の 3 方法の中で、直接的に土の凍上性が判定可能な方法は、②凍上試験による方法である。①、③の方

法は土の凍上性を判定する上である程度の目安にはなるが、類似した土質、水分条件であっても変状発生状況

に差異があるため、最終的には凍上試験により直接凍上性を判定することが望ましい。 

 本研究では限られた物理試験結果ではあるが、斜面の凍上性を判定する方法を示すことができた。今後はよ

り多くの斜面を対象として判定方法の検証と精度向上を図る必要がある。この際、特に変状非発生斜面におけ

る物理試験結果の収集が重要となる。斜面の土を対象とした物理試験の実施は、主に構造物に変状が生じた場

合であり、変状が発生していない斜面における物理試験の実施は稀である。本研究のように斜面の凍上性判定

を目的とする場合には、変状発生箇所のみならず、変状非発生箇所に関する物理試験結果も蓄積することが重

要となる。また、凍上現象の発生を左右する 3 要素の内、「温度」については不確定な要素が多いため、本研

究では対象としていない。「温度」は冬期間の外気温のみならず、積雪深さによっても左右される。気温や積

雪深さは、対象箇所の地域特性を表す重要なパラメータである。今後は気温や積雪深さといった地域特性を反

映した凍上性判定方法についても検討する必要がある。 
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冬期における不良土対策の留意点 
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寒地土木研究所 寒地地盤チーム 山梨 高裕 

 寒地土木研究所 寒地地盤チーム 山田  充 

            北見工業大学名誉教授      鈴木 輝之 

 

１．はじめに 

土工に際して、地山掘削したままの自然含水比状態では盛土材料として使用するのに適さない土、および

盛土完成後に問題の発生が予想される土では施工時期にかかわらず、何らかの適切な対策をして施工しなけ

ればならないが、冬期施工の場合には、さらに、盛土の品質低下が著しくなる場合がある。 

そこで、冬期に不良土対策した盛土の品質が低下しないために、これまで著者らが検討してきた冬

期施工に関する不良土対策について整理し、これを留意点としてまとめた。 

 

２．北海道における不良土の判定方法 

国土交通省北海道開発局で発注する工事において、発生土を盛土材として使用する場合、「北海道における

不良土対策マニュアル 1)」（以降マニュアルと称する）にし

たがい、対象土について不良土判定を行う。このマニュア

ルでは、不良土の定義を、地山掘削したままの自然含水比

状態で盛土材料として使用するのに適さない土および盛土

完成後何らかの変状を起こし、一般交通に支障が生じたり、

河川堤防として問題が発生することが予想される土として

いる。 

不良土対策は、図-1 に示すフローにしたがって行う。対

象土について盛土材として使用できるかの判定を行い、良

質土と判断されれば、一般土として施工する。不良土と判

定されれば、現場条件に応じた対策工法を検討し、対策が

可能であれば対策を行い施工する。条件により対策ができ

ない場合は処分する。 

なお、不良土の調査と判定にあたっては、施工に用いる

建設機械、気象、施工時期、作業範囲、環境保全、供用開

始時期などの現場条件を検討し、これらを考慮した上で総

合的に行う。 
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マニュアルでは、まず、自然含水比状態

で盛土材料として使用するのに適さない土

かどうかの判定は、施工性を考慮して、室

内トラフィカビリティー試験によるものと

している。判定は、表-1 に示すとおり、工

事に使用する建設機械の走行に必要なコー

ン指数を有していれば良質土と判定される。

北海道内の工事では、湿地ブルドーザを用

いることが多いので、マニュアルでは、コ

ーン指数 qc≧300kN/m2 である材料を良質

土と判断している。ただし、施工に必要な

コーン指数は対象現場により異なるので、

当然、不良土判定の基準値も現場ごとに異

なる場合がある。 

さらに、盛土完成後何らかの問題が発生

しない材料であるか否かの判定では、盛土としての品質を確保できれば良質土としている。国土交通省北海

道開発局では、締固め度、飽和度・空気間隙率、D 値、工法管理規定などが品質管理基準値として定められ

ており 3)、施工した盛土が、これらの基準値を満足できれば良質土と判定される。 

 

３．冬期施工が不良土対策へ与える影響 

マニュアルでは、不良土の改良方法を、①含水比を低下する、②粒度を調整する、③固化材により改良す

るという 3 種類に大別している。しかし、この 3 種類の方法による不良土対策を冬期に実施した場合、寒冷

地では、夏期施工の盛土よりも品質が低下する場合があり 4) 5)、その要因を次に示す。 

３．１ 含水比を低下させる対策 

図-2 は、締固め曲線の例である。図には、締固め試験を行った際に、各供試体のコーン指数を測定し示し

た。筆者の経験では、北海道に分布する土砂のほとんどは最適含水比よりも自然含水比の方が大きい。この

ため、対象土の含水比を低下させると、締固めしやすい材料となり、コーン指数も締固め度も大きくなり、

良質土に改良できることがわかる。対象土の含

水比を低下させるには、晴天で気温が高い夏期

であれば、曝気乾燥による含水比低下の効果が

大きいが、秋や冬など気温が低く降雨が多い季

節では、含水比は低下しにくいと考えられる。 

そこで、北海道内の 6 箇所に置き土された土

砂について、表面からの深さと含水比の変化を

調べた。図-3 にその結果を示す。6 箇所すべて、

置き土してから 1 年以内の 8 月下旬～10 月中旬

に採取し測定したデータである。細粒土 1 では、

盛土内部では、70%程度の含水比が表面では

30%まで低下し、曝気乾燥による効果がみられ

た。細粒土 1、2 は、表面から 50cm 程度まで含

表-1 建設機械の走行に必要なコーン指数 

（道路土工要綱 2)に加筆） 

建設機械の種類 コーン指数 qc(kN/m2) 

超湿地ブルドーザ 200 以上 

湿地ブルドーザ 300 以上 

普通ブルドーザ（15t 級） 500 以上 

普通ブルドーザ（21t 級） 700 以上 

スクレープドーザ 
600 以上 

（超湿地型は 400 以上）

非けん引式スクレーパ（小型） 700 以上 

自走式スクレーパ（小型） 1000 以上 

タイヤローラ（8t～20t） 1000 以上 

ダンプトラック 1200 以上 
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水比の低下がみられた。他の試料は、表面から 30cm 程度し

か含水比の低下はなかった。 

また、全体として置き土内部までの含水比の大幅な低下改

善は見られなかった。これは、置き土表面は、自然曝気状態

であり、表面を攪拌するなどの対策を行わなかったことが原

因と思われる。 

特に、積雪や降雨が多くなる秋冬での曝気乾燥は表面の含

水比低下すらも期待できなくなる可能性が大きい。また、冬

期の気温低下により、凍土となる場合もあり、このような材

料による盛土は十分な締固めができないので、冬期土工では、

曝気乾燥による含水比低下工法は適用しない方がよい。 

次に、含水比が施工に与える影響について考察する。図-46)

は、平成 22 年から 24 年にかけて、冬期および夏期に実施し

た北海道の道路盛土および河川堤防工事で使用した土砂（礫

質土 86 試料、砂質土 42 試料、細粒土 62 試料）について、

qc=500kN/m2 に対応する含水比（wb）と qc=300kN/m2 に対応

する含水比（wa）の差、wa－wbの出現頻度を示したものであ

る。全体の 72%が、wa－wb＝2%以内である。これは、含水比

の変化がコーン指数に与える影響が大きいことを示し、わず

かな含水比の低下により、良質な土質に変化することを意味

している。 

特に、夏期の施工では、運搬、敷き均し、転圧の過程で 2%

程度の含水比低下は比較的容易な場合が多い。しかし、現場

条件によっては、わずかに含水比が増加するだけで湿地ブル

ドーザの走行性を確保できなくなり、盛土の施工が不可能と

なる場合がある。 

図-5 は、同じ材料により、夏期と冬期に同じ箇所(16 箇所)、

同じ方法で施工した盛土の含水比を示したものである。礫質

土では、夏期と冬期で含水比の差はほとんど見られない。

しかし、一部を除いて、細粒土、砂質土、火山灰のいずれ

も、夏期の方が冬期よりも含水比は低い傾向にあり、冬期

の土工では、含水比が増加しやすくなる場合があるといえ

る。したがって、冬期土工では、室内試験で qc=300kN/m2

となって良質土と判定されても、現場では、わずかな含水

比の増加により施工機械の走行性が確保できくなる場合が

想定されるため、不良土判定には注意が必要である。 

３．２ 粒度を調整する対策 

粒度を調整する方法は、対象土が単一の粒度分布の場合

に適用する対策である。粒度分布が単一の材料は、締め固

めの効果が小さいことから、他の粒径の材料を混合して、

図-4  qc=300kN/m2 となる含水比と

qc=500kN/m2 となる含水比の差

が占める割合 
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図-5 夏期施工と冬期施工の含水比 
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締め固め効果の大きな新しい材料へと改良する方法である。工事箇所近くで粒度分布の異なる材料を入手で

きるようであれば効果的な方法である。粒度分布が異なる材料を混合する場合、夏期では、材料の混合攪拌

時に含水比が低下するので、改良の効果が期待できる。しかし、冬期では、混合する材料の含水比の増加お

よび、混合攪拌時に降雪や降雨があれば、含水比が増加することが考えられる。 

３．３ 固化材により改良する対策 

固化材により改良する方法は、強度の低い不良土に対して、セメントや石灰などの固化材により、対象土

を固化して盛土材料とする方法である。固化材を使用するため、固化材および混合の費用などが必要であり、

対策工法として高価となることが多い。しかし、固化材を混合することにより強度を発現させるため、確実

な対策ができる。 

この方法の場合、夏期施工では養生温度が高いため、改良した材料は十分な強度発現が見込まれる。しか

し、冬期施工では施工時の気温が低くなり、夏期施工よりも発現強度が低くなる可能性が高い 7)。図-6 は、

養生温度を変化させたときの供試体作製から 1 年後の一軸圧縮強さと、地盤工学会で示されている方法 8) 

(20℃の一定温度)で養生した場合の供試体作製から 1 年後の一軸圧縮強さの関係を示したものである。 

図-6 より、初めに 5℃で 1 か月または 3 か月養生した場合(図-6 の△○▲●)の 1 年後の強度は、一部例外

があるものの、初めから 20℃で養生したときの強度とほぼ同じ強度である。しかし、初めに-20℃で 1 か月

または 3 か月養生した場合(図-6 の□■)の 1 年後の強度は、初めから 20℃で養生したときの約 1/3 程度であ

った。これは、不良土を固化材により改良するときは、施工時の温度が発現強度に大きく影響を与えること

を意味しており、冬期の施工では、マイナス気温とならないような条件で施工する必要がある。 

 

 

図-6 養生温度を変えた場合の強度発現 

 

生石灰による改良では、対象土中の水分を吸収して固化すると同時に、発熱反応も生じる 9)。この発熱を

利用することにより、マイナス気温での改良土の温度がどのような変化を示すか調査を行った。図-7 は、生

石灰系固化材を混合してからの気温の経時変化と、石灰系固化材により改良した材料の凍結深さを示したも

△ 5℃で 1 か月養生、引き続き 20℃で養生の強度
○ 5℃で 3 か月養生、引き続き 20℃で養生の強度 
▲ 5℃で 1 か月養生、-20℃で 1 か月養生、5℃で 1 か月養生、引き続き 20℃で養生の強度
● 5℃で 1 か月養生，-20℃で 3 か月養生、5℃で 1 か月養生、引き続き 20℃で養生の強度
□ -20℃で 1 か月養生、5℃で 1 か月養生、引き続き 20℃で養生の強度 
■ -20℃で 3 か月養生、5℃で 1 か月養生、引き続き 20℃で養生の強度 
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のである。固化材量は多、少の 2 種類である。生

石灰系固化材を混合した時刻は、固化材量少で 11

時、固化材量多で 15 時であった。固化材を混合し

てからの時間経過にともない気温は低下し、16 時

にはマイナスとなり、深夜には、-4℃まで低下し

た。この間、固化材量少の改良土の凍結深さは

5.5cm となった。固化材量多の改良土では 4.0cm

であった。気温がプラスになると凍結した改良土

はすべて融解した。固化材量が多いと発熱量が多

く凍結深さが小さい傾向にある。生石灰系固化材

により改良したことにより、凍結深さが低減され

たと考えられる。 

生石灰系固化材では、固化材混合後 24 時間が経

過した後、固化反応が生じる 9)。生石灰系固化材

の発熱反応により、セメントで改良するよりも凍

結が抑制される可能性があると考えられる。 

次に固化材で改良した材料の凍上性を調べた。

北海道 9 か所から採取した不良な材料を固化材に

より改良したときの一軸圧縮強さと凍上率(日本

道路協会で定められている凍上試験 10))の関係を

図-811)に示す。この試験方法では、凍上様式と凍

上率の組み合わせで、凍上に対する判定を行うが、

凍上率が 20%以上になれば、凍上に対して合格に

はならない。図-8 より、固化材の種類に関係なく

qu7=300kN/m2 を越えると凍上率は 20%以下とな

るが、qu7=300kN/m2 までの範囲では一軸圧縮強さと凍上率には明確な関係はなく、この範囲では一軸圧縮強

さから凍上に対する判定ができない。盛土材として改良する目標強度は qu7=150kN/m2 であるが、この程度の

強度の改良では凍上する可能性がある。したがって、凍上を抑制しなければならない箇所へ改良土を用いる

場合には、凍上性判定試験 12)により、凍上しないことを確認しなければならない。 

 

４．まとめ 

本報告のまとめとして、冬期土工における不良土対策の留意点は次のとおりである。 

① 曝気乾燥では、夏期でも、表面から30cm程度の深さまでしか含水比は低下しない。冬期施工では、曝気

乾燥による含水比低下工法は適用しない方がよい。 

② 冬期土工を行う際の不良土判定では、若干の含水比増加を考慮しなければならない。 

③ 固化材による改良では、マイナス気温での施工は強度発現がほとんどないことから、マイナス気温となる

場合は、基本的に固化材による改良を行わない。改良しなければならない場合には、マイナス気温となら

ない対策が必要である。 

④ 生石灰系固化による改良土は、発熱反応により他の固化材で改良するよりも凍結が抑制される可能性があ

る。 
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図-7 調査日の凍結深さと気温 
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⑤ 凍上を抑制しなければならない箇所へ改良土を用いる場合には、凍上性判定試験により、凍上しないこと

を確認しなければならない。 
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